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1．港湾・海岸施設の長寿命化計画の構成
　1.1　本計画の構成
本行動計画は「都市基盤施設長寿命化計画（仮称）～戦略的な維持管理の推進に向けて～」第1編基本方針に沿った分野毎行動計画の港湾・海岸編である。
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本計画

図１－１　都市基盤施設長寿命化計画（仮称）の構成
















　1.2　本計画の主な対象施設
　　本計画では、表1－１に示す施設を主な対象とする。
　　また、表１－２に本計画における主な管理対象施設の役割と主たる材料構成を示す。

表1－１　対象施設例
	分野
	対象施設例

	港湾・海岸
	岸壁・護岸等、防波堤等、臨港道路、防潮堤等、緑地、
養浜・砂浜等　など


　　　　

表１－２　主な管理対象施設の役割と主たる材料構成
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施設の役割における凡例
●：主目的、○：目的
主たる材料構成における凡例
○：該当、Co：コンクリート、As:アスファルト








　1.3　本計画の対象期間
　　本計画の対象期間は、平成27年度から平成36年度までの10年間とする。
しかしながら、都市基盤施設は必ずしも一定の速度で劣化、損傷するという性格のものではなく、一時的な洪水や土砂災害などによっても急激に損傷および機能の低下が生じる可能性がある。また、社会経済情勢変化への柔軟な対応や、新技術、材料、工法の開発など技術的進歩に追従していく必要がある。
これらを考慮し、各分野・施設の行動計画については、PDCAサイクルに基づき3年～5年毎に見直しすることを基本とする。
　
＜国のインフラ長寿命化計画との整合＞
　　第1編基本方針の記載内容に沿った形で、「都市基盤施設長寿命化計画（仮称）【行動計画】（港湾・海岸）長寿命化計画」と「個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）」との整合性について整理した。

表１－３　本計画と国の「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」との整合
（関連する項目の整理）
	インフラ長寿命化計画（個別施設計画）
※基本となる記載事項を示す
	大阪府都市基盤施設長寿命化計画（仮称）
【行動計画】

	①対象施設
	本計画の主な対象施設

	②計画期間
	本計画の対象期間

	③対策の優先順位の考え方
	重点化指標・優先順位の考え方

	④個別施設の状態等
	効率的・効果的な維持管理手法の確立
維持管理・更新等のコストの見直し

	⑤対策内容と実施時期
	

	⑥対策費用
	



　


1.4　参照すべき基準類
（１）国の基準
国土交通省「インフラ長寿命化計画（行動計画）平成26年5月21日」の「２．基準類の整備」で示される港湾・海岸分野の基準類を表１－４に示す。

表１－４　国土交通省「インフラ長寿命化計画（行動計画）」に示される各分野の基準類
	中分類
	基準名
	備考

	港湾
	港湾法
	平成25年6月施行

	
	港湾の施設の技術上の基準を定める省令
	平成25年12月施行

	
	技術基準対象施設の維持に関し必要な事項を
定める告示
	平成26年3月施行

	
	港湾の施設の点検診断ガイドライン
	平成26年７月策定

	
	特定技術基準対象施設に関する報告の徴収及び
立入検査等のガイドライン
	平成26年７月策定

	海岸
	海岸法
	平成26年6月改正
（未施行）

	
	海岸保全施設の技術上の基準を定める省令
	平成16年4月施行

	
	海岸保全施設維持管理マニュアル
	平成26年3月改定



（２）大阪府の基準
　大阪府の維持管理上の基準類を表１－５に示す。　

表１－５　大阪府の維持管理上の基準類
	中分類
	基準名
	備考

	港湾
	維持管理アクションプログラム＜港湾・海岸編＞
	平成17年3月策定

	
	大阪府港湾局維持管理ルールブック
	平成18年3月策定

	
	大阪府港湾施設維持管理基本計画
	平成23年3月策定

	海岸
	維持管理アクションプログラム＜港湾・海岸編＞
	平成17年3月策定

	
	大阪府港湾局維持管理ルールブック
	平成18年3月策定



　


2．維持管理・更新の現状と課題
　2.1　施設の現状
　（１）大阪府の管理区域
大阪府の管理区域は大和川以南の泉州地域沿岸部に位置する港湾、海岸で以下の通り。

	表２－１　港湾の管理区域
	
	表２－２　海岸の管理区域

	国際拠点港湾
	堺泉北港
	
	大阪府所管海岸保全区域の延長

	重要港湾
	阪南港
	
	＜泉州海岸(堺市～岬町)、及び布屋海岸(大阪市)＞

	地方港湾
	二色港
	
	○国交省水管理・保全局
	32.9km

	
	泉佐野港
	
	○国交省港湾局所管
	29.8km

	
	尾崎港
	
	○農水省水産庁所管
	8.3km

	
	淡輪港
	
	○農水省農村振興局所管
	0.2km

	
	深日港
	
	○国交省（水国・港湾重複）
	2.8km

	
	泉州港
	
	合計
	74.0km
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図２－１　港湾箇所図　　　　　　　　　　　　　　　図２－２　海岸箇所図





1. 港湾・海岸施設の現状

１）港湾施設
港湾の基幹的役割を果たす係留施設は、高度経済成長期に集中的に建設されたものが多く、10年後には、建設後50年以上経過する施設が全体の約４割を超える。

[image: ]供用後50年経過する施設が10年後に
約4割に達する。
（係留施設）
桟橋式上部工の鉄筋露出状況

[image: ]
図２－３　係留施設の経過年数

２）海岸施設
大阪府が管理する74kmの海岸線には水門・樋門・門扉などの重要な防災施設があり、防潮堤については建設後40年を超える施設が約5割となっている。


[image: ]早い時期に整備
した施設が老朽化

図２－４　防潮堤の建設年度別整備率
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岸壁（港湾）
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防波堤（港湾）
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護岸（港湾）
	[image: P5290075]
緑地（港湾）
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防潮堤（海岸）
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護岸（海岸）
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離岸堤（海岸）
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養浜・砂浜（海岸）


３）主な管理施設
写真２－１　主な管理施設

４）施設の劣化事例
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鋼矢板（孔食）
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上部工（グレーチング破損）
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護岸（Coひび割れ）
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捨石工（損傷）
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突堤（Coひび割れ）
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防潮堤（鉄筋露出）
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砂浜（陥没）


写真２－２　施設の劣化事例


（３）維持管理の重点化
港湾・海岸施設については、昭和40年代に建設された施設の老朽化が著しく、施設の劣化に伴うサービス水準の低下と施設の更新に伴う財政負担の急激な増加を回避しながら港湾・海岸施設の持つ機能を十分に発揮して行く必要があることから、施設の長寿命化を促すことにより、将来の更新時期の平準化、ライフサイクルコストの低減を図るため、平成23年度から平成25年度にかけて、維持管理費を段階的に増額している。

　　
	[image: G:\H20写真\20.06.04 矢板目視調査\P1010379.JPG]
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	（鋼矢板の被覆防食）
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	（桟橋式上部工の補修）


写真２－３　補修事例


2.２　点検・維持管理の現状
（１）点検の現状
　１）日常パトロール（巡視）
　　　早期発見を徹底することにより重大な事故等発生を未然に防ぐため、施設・設備等の損傷・異常を漏れなく発見することを基本とし、以下の内容で日常点検を実施している。
・海岸保全施設、港湾施設の損傷または汚損及びその原因となる事象の発見
・海岸保全区域の土地形状及び海岸保全施設の状況把握
・修理必要箇所の早期発見及び連絡
・直営による軽微な損傷箇所の補修
・港湾施設の維持管理作業の状況把握
・不法占用、不法使用、浮遊物、不法投棄ゴミ、落書き等の排除措置
・交通あるいは航行の危険を及ぼすおそれのある区域・岸壁の点検観察及び必要な措置等

２）一般定期点検
構造物の状態を定期的に把握し劣化状況の推移をとらえることを目的に、陸上及び海上からの目視により変状を点検している。＜点検頻度＞　1回／5年　（劣化度Ａランク1回／1年）
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車止め
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電位測定
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防潮堤


写真２－４　一般定期点検の状況

３）詳細定期点検　
　　一般定期点検では把握できなかった水中部や特定の機材を用いて行う専門的な点検について、潜水士等の専門家により変状を把握し、機器等を用いて測定した定量的データ等から劣化状況を判定する。＜点検頻度＞概ね1回／10年
	[image: IMG_0320]　
エプロン（レーダー探査）　
	[image: PICT0001]
エプロン（コア調査）

	[image: ]
鋼矢板（水中調査）
	[image: IMGP0317]
上部工（コア抜き・はつり）


写真２－５　詳細定期点検の状況

表２－３　定期点検の実施項目
[image: ]

４）緊急点検
　台風や洪水、地震後などに管理施設に異常がないかを確認する。また、他施設等で事故が発生した場合に、同種の管理施設について安全性等を確認する。

５）施設毎の点検種別
　現在、各施設で実施している点検の種類は、以下の通りである。

表２―４　点検種別
[image: ] 


（２）評価の現状
点検結果の評価については、定期点検結果に基づき劣化状況をA～Dの4段階で評価する。
また、評価にあたっては港湾局の課長、補佐、主査及び各港湾事務所の所長、課長等以下による判定会議に基づき判定を行っている。

（３）維持管理手法の現状
定期点検結果による劣化状況や施設の重要性から補修の優先順位を決定しているが、劣化状況が激しい施設（Aランク）が多数あり、予防保全型の維持管理に移行できず事後保全型の維持管理の運用となっている。なお補修が行えない施設については利用制限を行っている。



2.３　当該分野における課題
（１）点検の課題
・一般定期点検の頻度が原則1回/5年となっていることから、点検に従事する職員の経験や技術の蓄積が難しく、点検マニュアル等による技術の継承を着実に行う必要がある。
・職員による陸上及び海上からの目視点検では水中部や不可視部の状況を把握できないため、潜水士による水中調査やレーダー探査等の専門家による詳細定期点を外部委託により実施する必要がある。
・点検結果はデータ及び紙により蓄積しているが、全ての結果を建設ＣＡＬＳシステムに入力出来ていないため、点検結果の一元化を図るべく漏れなく建設ＣＡＬＳシステムへ入力していく必要がある。

（２）評価の課題
　　・劣化状況の評価において評価基準が曖昧であるため、判定者によってばらつきが生じている可能性があることから、明確な判定基準を作成する必要がある。特に劣化状況の判定は補修工事の優先順位に関わるものであり明確な基準の作成は重要である。

（３）維持管理手法の課題
　　・補修タイミングが定まっておらず、施設の機能を維持していくための最適な補修タイミングである目標管理水準を設定する必要がある。
　　・これまで実施した補修工事については、補修履歴を整理出来ていないことから、点検結果と併せて整理し資料を作成することが必要である。また、効果検証等の事後評価が行われていないため、期待している効果が得られているかが不明であることから、施工後の経過観察等を行う必要がある。
　　・点検頻度については、予測計画型の維持管理を行う上で必要となるデータを取得するための設定を検討する必要がある。また、詳細調査を行うには委託発注を行うことから、コストの観点から点検頻度を検討する必要がある。
　　・港湾法の改正（図２－５）により、一般定期点検及び詳細定期点検の頻度が明確化。平成26年7月に公表された「港湾の施設の点検診断ガイドライン」を参考にして点検の頻度を見直す必要がある（重点点検施設、通常点検施設の点検頻度の見直し等）
・海岸法の改正（図２－６）により、海岸管理者の海岸保全施設に関する維持・修繕の責務を明確化。平成26年3月に公表された「海岸保全施設維持管理マニュアル」を参考にして、点検頻度や内容等を見直す必要がある（巡視（パトロール）による点検頻度・内容等）
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図２－５　関連法令（港湾法）の改正の概要
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図２－６　関連法令（海岸法）の改正の概要



3.戦略的維持管理の方針
３.1　港湾・海岸施設の維持管理にあたっての基本方針
（１）港湾施設の維持管理方針
港湾施設は海上輸送と陸上輸送の結節点として物流や人流を支え、府民の生活の向上や発展に大きな役割を果たしてきた一方で、厳しい自然環境の下に置かれていることや高度経済成長期に集中的に整備した施設が多い。
全国の港湾の基幹的役割を果たす係留施設については、10年後に建設後５０年以上経過する施設が全体の約３割を超え、大阪府の係留施設では約4割を超えることから、今後、施設の老朽化の進行による安全性の低下や更新費用の増大が懸念されている。
港湾施設は、災害発生後の緊急物資輸送にも重要な役割を有していることから、施設の老朽化が急速に進展する中で、維持管理に要する費用の縮減や平準化を図りつつ、計画的かつ適切な維持管理を実施し施設の安全性を確保するとともに、長期にわたり施設の要求性能を十分に満足させる必要がある。
したがって、今後は予防保全の考えを導入し、法令に定められた基準等を最低限として、施設特性に応じた点検診断にもとづく修繕及び更新を計画的に実施することで施設の長寿命化を図っていくことを基本方針とする。
　
（２）海岸保全施設の維持管理方針
　　　海岸保全施設は長期間にわたって必要とされる防護機能を十分に発揮する施設であり、全国の海岸保全施設のうち築後５０年以上経過した施設や、築後年数が不明な施設は２０１０年では約4割に達し、２０３０年には約7割に達する見込みとなっている。また、大阪府の海岸保全施設も1961年（昭和36）9月の第2室戸台風による災害を契機に、災害復旧事業として高潮対策事業にて施設の整備が進められ、1960（昭和40）年代に建設された施設が多く、築後40年以上経過した施設が２０１３年には約5割を占めているところである。
海岸保全施設は、高潮や東南海・南海地震による津波等に対し背後の人命や財産を防護する必要不可欠な施設であることから、施設の老朽化が急速に進展する中で、維持管理に要する費用の縮減や平準化を図りつつ、計画的かつ適切な維持管理を実施し施設の安全性を確保するとともに、長期にわたり施設の要求性能を十分に満足させる必要がある。
したがって、今後は予防保全の考えを導入し、法令に定められた基準等を最低限として、施設特性に応じた点検診断にもとづく修繕及び更新を計画的に実施することで施設の長寿命化を図っていくことを基本方針とする。




４．効率的・効果的な維持管理手法の確立
　４.1　基本方針

【基本方針】
施設の補修や更新に的確に対応していくため、点検や診断手法の充実、予防保全対策の拡充、補修や更新時期の最適化など、効率的・効果的な維持管理手法を確立する。
港湾・海岸においては、各施設で作成している維持管理計画等を活用し、各施設の特性を踏まえたうえで、計画的な点検、補修計画の立案を行い、計画的な維持管理を実施していく。
また、維持管理データの蓄積や科学的、専門的な知見の高まり等により段階的に取組が実現できるものもあることから、時間的なプロセスを明確にし、効率的・効果的な維持管理手法を確立し、継続的に見直しを図る。
併せて、現場技術者の具体的な行動指針となるよう、現在の取組の評価・検証と一連の業務実施プロセスの明確化を図る。

（１）維持管理業務フロー
　　今後の維持管理業務については、以下に示すフローの通りとする。
　
[image: ]
図４－１　維持管理業務フロー


4.2　点検、診断、評価の手法や体制等の充実
（１）点検
　　１）点検の目的
　　点検業務（点検、診断・評価）の目的は、「施設の現状を把握し、不具合の早期発見、適切な処置により、利用者および第三者への安全を確保すること」および「点検データ（基礎資料）を蓄積し、点検の充実や予防保全対策の拡充、計画的な補修や更新時期の最適化など効率的・効果的な維持管理・更新につなげること」とする。

２）点検業務種別の選定
施設の特性や状態、重要度等を考慮した上で、「図４―１点検の分類」及び「表４－１点検の種別と概要」により、全ての管理施設を対象に、必要となる点検種別を選定し、点検を実施する。

[image: ]台風後や地震後の巡視

図４－２　点検の分類



表４－１　点検の種別と概要
	点検業務種別
	定義・内容

	日常パトロール
（巡視）
	陸上及び海上から目視できる範囲内で行う点検（パトロール）
施設の不具合（劣化・損傷、不法・不正行為等）を早期発見、早期対応するための巡視 

	一般定期点検
（近接目視）
	陸上及び海上から1回／1～５年など、定期的に施設の状態・変状を把握するための点検
安全性の確認（利用者や第三者に与える被害防止等）と施設の各部位の劣化、損傷等を把握・評価し、対策区分を判定する点検
近接目視を基本として、必要な器具や機器を使用して実施

	詳細点検
（調査）
	施設の劣化・損傷状態を詳細に把握するための調査・点検
補修の必要性や補修方法の検討のために劣化・損傷状態をより詳細に調査する点検。
法定点検や保守点検
・法令等に基づく各施設の点検・検査など

	緊急点検
	施設の劣化・損傷状態の有無を把握するための点検
地震や台風、集中豪雨等の災害や社会的に大きな事故が発生した場合に必要に応じて実施する点検

	臨時点検
（施工時点検）
	補修、補強工事等の実施と併せて、工事用の足場などを利用して臨時的に行う点検

	その他
	住民や企業との協働で行う点検



３）点検の実施
点検業務については、法令や基準等に則り、施設管理者として、施設の供用に支障となる不具合を速やかに察知し、常に良好な状態に保つよう維持・修繕を促進する観点から、施設の状態を継続的に把握し、施設不具合に対して的確に判断することが求められる。
そのため、直営（府職員）で実施することを基本とするが、より詳細な点検が必要な場合や調査の専門性、実施難易度等を考慮し、効率性などの観点から、コンサルタント等の調査業者による点検が望ましい場合は、委託により実施する。

表 ４－２　点検の実施主体
	点検業務種別
	実施主体

	日常パトロール
（巡視）
	職員による実施が基本

	定期点検
（近接目視）
	職員による実施が基本
・専門性や実施難易度等を考慮し、効率的に実施できるもの等については、専門企業等への委託により実施

	詳細点検（調査）
	専門知識と経験を有する専門企業等への委託により実施

	緊急点検
	職員による初動確認（目視等）が基本
・専門性や実施難易度等を考慮し、委託による点検が必要かを判断

	臨時点検
（施工時点検）
	


４）点検業務における留意事項
①緊急事象への対応
・同様な施設、周辺環境であれば、同じような不具合が多かれ少なかれ発生する恐れがあることから、一つの不具合が発生した場合には、速やかに全事務所での情報共有を行うとともに、同様な箇所を重点的に点検するなど緊急点検による水平展開を実施する。
・不具合が発生した際、不具合事象の原因究明を行うだけでなく、不具合の事例を蓄積し、再発防止に努めるとともに、将来の予見に活用するなど効率的・効果的な維持管理につなげていく。
　　②点検
○致命的な不具合を見逃さない
・老朽化や使用環境、構造等により致命的な不具合が発生する可能性のある箇所（部位）、構造等をあらかじめ明確にする。
・施設の劣化や損傷等により人的・物的被害を与える、またはその恐れを生じさせると予想される箇所（部位）、構造等をあらかじめ明確にする。
・既往災害の被災事例等に習い、災害を誘発する可能性のある箇所等は、あらかじめ明確にする。
○致命的な不具合につながる不可視部分への対応
・不可視部分がある場合には、点検しやすい構造への改良に努めるとともに、非破壊調査など点検方法の検討を行い、対応方法を明確にする。
・不可視部については、構造物の特性等を把握し、これらの情報を共有する。
・係留施設の鋼矢板等の肉厚調査において、孔食などの損傷やコンクリート構造物の目地部の開き等が認められ裏込材の吸出しの可能性がある場合については、エプロン部の空洞化調査を実施する。
・桟橋式上部工については全国的にも塩害による劣化事例が多いため、塩害が起こることを前提とし、鋼材腐食の進行を監視するためのCo中の塩化物イオン濃度測定を実施する。
○維持管理・更新に資する点検およびデータ蓄積
・予防保全の拡充、最適な補修・補強のタイミング、更新時期の見極め等に必要となる点検およびデータ蓄積について明確にする。
・点検データは、点検結果が補修・補強の要否の判定あるいは対策の実施においてどのように生かされたのか、両者の関係を把握するため、補修・補強データと有機的に結び付けることで、より有効に活用することが可能となる。そのため、点検結果や補修・補強結果のデータが、どのような単位で蓄積されているかを把握し、有効活用可能な形でのデータ蓄積を行っていく。
○点検のメリハリ（頻度等）
・法令等に基づき、安全確保を最優先とし、施設の特性や状態、補修タイミング、施設の重要度に応じた点検頻度の見直しを行う。


　５）点検の実施方針

表４－３　港湾施設　点検実施方針[image: ]
※赤字：現在検討中
　一般定期点検⇒Aランク施設：1回／１年
　　　　　　　　Bランク施設：１回／２年
表４－４　海岸施設　点検実施方針
[image: ] 
※赤字：現在検討中
　一般定期点検⇒Aランク施設：1回／１年
　　　　　　　　Bランク施設：１回／２年
※南海トラフ巨大地震の被害想定シミュレーション結果等による被害が大きい地域の点検頻度について検討中。

（２）　診断・評価
１）劣化状況の診断・評価基準
　点検結果から劣化状況を評価する際は以下の判定基準に基づくものとする。

表４－５　港湾施設の評価基準
	分類
	判定基準

	Ａランク
要対策
	施設に大きな変状が発生し、機能や安全上に影響が出るほど、施設の性能が低下している状態

	Ｂランク
重点監視
	施設の機能つながる程度の変状が発生しており、放置した場合に施設の性能が低下する恐れがある状態

	Ｃランク
要監視
	施設の機能にかかわる変状は認められないが、継続して観察する必要がある状態

	Ｄランク
経過観察
	異常は認められず、十分な性能を保持している状態


　　
表４－６　海岸施設の評価基準
	分類
	判定基準

	Ａランク
要事後保全
	施設に大きな変状が発生し、そのままでは天端高や安全性が確保されないなど、施設の防護機能に対して直接的に影響が出るほど、施設を構成する部位・部材の性能低下が生じており、改良等の実施に関し適切に検討を行う必要がある。

	Ｂランク
要予防保全
	沈下やひび割れが生じているなど、施設の防護機能に対する影響につながる程度の変状が発生し、施設を構成する部位・部材の性能低下が生じており、修繕等の実施に関し適切に検討を行う必要がある。

	Ｃランク
要監視
	施設の防護機能に影響を及ぼすほどの変状は生じていないが、変状が進展する可能性があるため、監視が必要である。

	Ｄランク
経過観察
	変状が発生しておらず、施設の防護機能は当面低下しない。



　　　２）技術力の向上
　　　　点検結果等の診断・評価については、バラつきの排除や質向上の観点から、診断評価する職員の技術力を担保することや、定量的に診断・評価する場合においては、主観を排除し、客観的に判断できるよう適切に診断・評価を行うための仕組みの構築が重要である。定期詳細点検など点検を委託する場合、業務委託先が実施した点検結果を職員がチェックすることとなるが、職員が損傷の程度によって“不具合箇所のイメージを持って”点検結果を確認することが大切であり、誤った点検結果があればすぐに気付くことができる経験と技術力を、継続的に確保することが重要である。
　　　　
　
３）体制の確保
　　　　点検を実施する職員と、その点検結果を評価する職員では必要なスキルが異なる。点検はチェックシートなどを活用すれば、概ね機械的に実施することができる一方、評価を行うにあたっては、損傷している構造物が管理上重要な構造物であるか、外力が加わるものであるか、損傷の原因が何であるかなど、高度な知識と経験を必要とする。
　　　　修繕工事を実施するかどうかの判断は、主として損傷度判定によって左右されるが、この判断（判定会議）では、経験と知識を有する各事務所の幹部クラスが参画していることから、今後も現在の体制での評価を継続していくこととする。

表４－７　＜港湾施設＞[image: ]

表４－８　＜海岸施設＞
[image: ]


（３）　データ蓄積・活用・管理
・様々な点検データが蓄積されているが、情報の伝達や、いかに維持管理にいかしていくのかが重要で、データを確実に蓄積する仕組みづくりと合わせて、技術者間での引継ぎ、継承が極めて重要である。
・点検データに関して、意思決定までの経過を蓄積すべきであり、点検した結果、判定結果、施策への反映状況などプロセスのシステム化が重要である。
・一般的には、同じ年代に作られた構造物は同じような劣化傾向にあることから、重要度が高い施設等で補修後のモニタリング（経過観察）を行った場合は、その他の同様な施設にも活用をつなげていく。
・使用条件と劣化との因果関係を推測しやすくするため、点検データに施設の使用条件等を併せて記録する。
・補修を実施する場合は、その前後でその効果があったかどうか把握するため、写真の撮影や目視などで経過を確認し、以降の維持管理に活用していく必要があることから、日常点検や定期点検において、補修完了箇所の状況を確認する。また、補修履歴についても蓄積していくように進めていく。

[image: ]
図４－３　建設CALSシステムの入力例

[image: ]
図４－４　今後の建設CALSシステムのイメージ図


4.3　施設の特性に応じた維持管理手法の体系化
（１）維持管理手法の設定
安全性・信頼性やLCC最小化の観点から適切な維持管理手法や最適な補修時期を導くために、点検結果を踏まえた損傷の程度（損傷度等）などデータの蓄積状況、施設の特性（材料、設計基準（設置時の施工技術）、使用環境、経過年数、施設が受ける作用など）や影響度（施設の利用状況、不具合が発生した場合の社会的影響や代替性、補修・更新コスト、防災上の位置づけ等）を考慮し、施設毎の維持管理手法を設定する。

（２）維維持管理手法の設定にあたっての留意事項
①　予防保全（状態監視型）
・コンクリート構造物等、ほとんどの施設は劣化予測が困難であるため、点検結果等により劣化や損傷等の変状を評価し、必要な場合に補修や部分更新等を行う状態監視型を基本とするが、技術の進展等により劣化予測手法が確立されたものは予測計画型に移行する。
・状態監視型では、補修・部分更新等の見極め等について、施設の特性や評価技術等を考慮し、その評価基準を明確にする。

②　予防保全（予測計画型）
・鋼矢板等の鋼構造物は、鋼材腐食や陽極消耗量の理論的劣化予測手法が確立しているため、蓄積した点検結果データ等を基に劣化を予測し、最適な補修タイミングで補修等を行う予測計画型を基本とする。
・桟橋式上部工については全国的にも塩害による損傷が多いことから、RC塩害の劣化予測と合わせてRC部材の点検結果から経験的(確率的)アプローチによるマルコフ連鎖モデルも活用しながら予測計画型の維持管理を実施する。

（３）施設別の維維持管理手法
表４－９　施設毎の維持管理手法
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表４－１０　港湾施設
[image: ]

表４－１１　海岸施設
[image: ]



（４）管理水準の設定
１）管理水準の設定
　　　施設の機能を常に維持し続ける必要があることから、施設の損傷等により機能を失う前に補修を実施しなければならない。目標管理水準は以下の通り。

　表４－１２　港湾施設における管理水準
[image: ]限界管理水準
目標管理水準



表４－１３　海岸施設における管理水準
 [image: ]限界管理水準
目標管理水準




[image: F:\○維持管理\★大阪府都市基盤施設維持管理技術審議会\○河川・港湾・公園部会\H26第３回\★行動計画素案（作業用）\content.jpg][image: F:\○維持管理\★大阪府都市基盤施設維持管理技術審議会\○河川・港湾・公園部会\H26第３回\★行動計画素案（作業用）\content1.jpg]
図４－５　劣化状況の事例（港湾の施設の点検診断ガイドランより抜粋）
　　

[image: ]

図４－６　劣化状況の事例（海岸保全施設維持管理マニュアルより抜粋）


３）劣化予測の方法
　　　鋼矢板等の鋼構造については、劣化予測をするための肉厚の減少量等のデータが蓄積されて生きていることから、今後、劣化予測手法の検討を進めていくとともに、LCCが最少となる管理水準の設定を行う。また河道については、過去より横断測量を実施してきているが、未だ十分なデータが取得できていないことから、今後も引き続きデータの取得を進め、予測の精度やコスト等を勘案した、最適な予測手法の検討を進めていく。

　４）更新時期の考え方
　　　《今後、部会にて議論を進め、詳細を記載する。》

　５）施設の寿命
　　　施設の劣化、損傷は、出水等の自然環境の影響を受けるため、寿命を一律に定めることはできない。しかしながら、更新の検討を行うための一つの目安として、公会計（減価償却の観点）などの考え方があるため、参考に表４－１４に示す。

表４－１４　寿命の考え方
[image: ]※上記耐用年数を超過しても機能を維持している施設は多くある。
Co：ｺﾝｸﾘｰﾄ　RC：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ　無筋：無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ　有筋：有筋ｺﾝｸﾘｰﾄ　PC：ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ　
Mt：鋼構造物
公　会　計  上　　：公会計上で定められた寿命
国の基準等　 　　 ：国が定める手引きなどによって設定されている寿命
使　用　実　績　　：府が管理する施設の実績を基に設定した寿命
設計供用期間　　　：当該施設の性能照査を行う場合に考慮する時間(期間)、施設の要求性能を
満足させる期間(目標とする期間)




今後調査を行い
記載していく。






表 ４－１５　ISO2394（１９９８）における設計供用期間の概念分類
	クラス
	想定設計供用期間（年）
	例

	1
	1～5 
	仮設構造物

	2
	25
	鋼管構造要素、例えば橋台梁やベアリング

	3
	50
	建物と他の公共構造物、下記以外の構造物

	4
	100又はそれ以上
	記念的建物、特別の又は重要な構造物、大規模橋りょう


※港湾の施設の標準的な設計供用期間は、表中のクラス３に基づいて設定された値
　「港湾の施設の技術上の基準・同解説（上巻）平成19年7月」抜粋


4.４　重点化指標・優先順位の考え方
限られた資源（予算・人員）の中で維持管理を適切かつ的確に行うため、府民の安全を確保することを最優先とし、施設毎の特性や重要度などを踏まえ、不具合が発生した場合のリスク等に着目（特定・評価）して、点検、補修などの重点化（優先順位）を設定し、戦略的に維持管理を行う。以下に、基本的な考え方を示す。

（１）　基本方針
①　府民の安全確保
施設の劣化、損傷が極めて著しく、施設の機能が確保されないと想定され、府民の生命・財産への影響が懸念される場合は最優先に実施する。

②　効率的・効果的な維持管理
　港湾施設は、海上輸送と陸上輸送の結節点として物流や人流を支える施設であるとともに
防災施設でもあることから、府民の生命・財産を守る施設でもある。
海岸保全施設も防災施設であり、府民の生命・財産を守る施設である。各施設が損傷等した場合には、府民への影響の大きさが各施設で異なることから、損傷度と影響度を考慮して、優先順位を定め、効率的・効果的な維持管理を行っていく。

（２）リスクに着目した重点化
施設の維持管理のリスクは、劣化や損傷等の状況と社会的影響度を勘案するものとし、発生した場合の社会的な影響が大きいほど重大なリスクとして評価する。具体的には、損傷度のランクと、不具合が起こった場合の人命や社会的被害の大きさとの組み合わせによるリスクを、図４－６、図４－７のように２軸で評価し、重点化を図っていく。

　


　
①港湾施設の優先度評価
　　　【健全度】
・施設の劣化状況や損傷の程度
損傷度ランク（A～Dランク）
【社会的影響度】
　≪岸壁等≫
・災害発生後の緊急物資輸送に重要な役割を果たす耐震強化岸壁
・入港船舶数、取扱貨物量の多い主力岸壁
・旅客船フェリー接岸岸壁
≪防波堤≫
・津波・高潮による減災効果の大きい津波防波堤
　≪護岸≫
・災害時に甚大な被害を及ぼす懸念のあるコンビナート地区及び廃棄物護岸

小
応急対応
順次対応
優先対応
経過観察
順次対応
順次対応
経過観察
経過観察
経過観察
良
悪
大
社会的影響度
健全度













　図４－７　港湾施設の優先度評価


②海岸保全施設の優先度評価

【健全度】
・施設の劣化状況や損傷の程度
損傷度ランク（A～Dランク）
【社会的影響度】
　≪防潮堤≫
・背後地盤高が低く、浸水被害が大きい地域
・背後地が人家隣接で人口密集地
・南海トラフ巨大地震の被害想定シミュレーション結果等による被害が大きい地域
応急対応
順次対応
優先対応
経過観察
順次対応
順次対応
経過観察
経過観察
経過観察
良
悪
大
社会的影響度
小
健全度













　図４－８　海岸保全施設の優先度評価
　


4.５　日常的な維持管理の着実な実践

日常的な維持管理では、施設を常に良好な状態に保つよう、施設の状態を的確に把握し不具合の早期発見・早期対応や緊急的・突発的な事案、苦情・要望事項等への迅速な対応、不法・不正行為の防止に努め、府民の安全・安心の確保はもとより、府民サービスの向上を図る。
また、施設の適正利用を図る、日常的にきめ細やかな維持管理・修繕作業を実施する等、施設の長寿命化に資する取組を日常的な維持管理の中においても実践していく。
さらに、多くの府民等に港湾・海岸管理施設の維持管理に関して理解と参画を促すため、都市基盤施設の保全や活用する機会を提供し、府民や企業等、地域社会と協働、連携した維持管理を推進する。
これらの取組を着実に実践していくために地域や施設の特性等を考慮し、創意工夫を凝らしながら適切に対応するとともにPDCAサイクルによる継続的なマネジメントを行う。
[bookmark: _Ref391808661]以下に主な日常的な維持管理業務の基本的な考え方を示す。

（１）日常パトロール（巡視）
日常パトロール（巡視）は、常に施設を良好な状態に保つよう、施設の供用に支障となるような不具合等の有無を確認し、迅速な対応につなげるとともに、不法または不正な施設の使用を防止するために実施するものである。

　　　１）実施方法
日常パトロール（巡視）については、職員により実施することを基本とする。
[image: DSCN0442]　　[image: PA100037]
写真４－１　職員による日常パトロール（巡視）









２）点検計画の策定
[bookmark: _Ref387666522]点検計画は、各港湾・海岸施設の利用状況等を考慮して、各施設・区間・施設等毎の実施頻度や体制等を設定し、具体的な点検計画を策定する。（事務所MM計画に相当）

[bookmark: _Ref390363352]表４－１６　パトロール（巡視）計画
	項目
	内容

	日常パトロール
	・コース、実施体制（巡視員の人数）
・手段（徒歩、自転車、自動車等）、携行道具
・損傷発見時の対応手順
・パトロールの記録方法　　等







３）データの蓄積・管理
日常点検で不具合などが発見された場合や、それらの対策等を実施した場合には、速やかに「大阪府建設CALSシステム」に記録し、対応状況を把握するとともに情報の一元化を図る。

（２）維持管理・修繕作業
維持管理・修繕作業は、日常パトロールや特別パトロール等の結果から、施設の不具合や規模等の現場状況に応じて、直営作業等により迅速に対応し、府民の安全・安心や快適な環境の確保に努めるものである。
また、施設の特性や点検結果などを踏まえて、直営作業等により長寿命化に資するきめ細やかな維持管理・修繕作業を計画的に推進する。

１）留意事項
[bookmark: _GoBack]維持管理、修繕作業を実施する際には、以下の内容に留意する。
・損傷している施設や損傷の恐れのある施設などに対し、迅速な応急復旧や事故等を未然に防止するための予防措置を行い、安全を確保する。
・すぐに対応が出来ない場合は、看板等による注意喚起などを行い、府民の安全確保・信頼の確保に努める。
・施設の清掃や除草は周辺の状況に応じて、施設の機能や環境を損なわないよう維持管理する。
・不法投棄等を防止するために、柵等を設置するとともに、美化活動（清掃、啓発等）を行い、環境の保全に努める。
・比較的小規模で簡易な作業を行うことで、機能回復は期待できないものの劣化を抑制することができる場合がある。このような作業を選定し、計画的かつ継続的に実施することで長寿命化に努める。



２）維持管理・修繕作業計画の策定
維持管理・修繕作業を効率的・効果的に実践するために、事務所は、日常的に実施する作業について、具体的な維持管理・修繕作業の作業計画を作成する。

表４－１７　作業計画の例示
	項目
	内容

	維持管理・修繕作業
	・応急対応および日常維持管理修繕作業の実施
　緊急体制の確立（緊急連絡網）維持管理修繕作業計画
・清掃、除草、美化活動（清掃・啓発等）の作業計画
・長寿命化に資する維持修繕作業計画



　（３）府民や企業等、地域社会と協働、連携した維持管理
港湾局では、アドプトプログラム（港湾・海岸）などを通じ、府民とともに港湾・海岸施設を守り育てていく取組を行っている。これらの普及により地域の港湾・海岸などに愛護心が醸成され不法投棄や落書き等の抑止につながっている。さらに、これらの取組等からコミニティが形成され、災害時の互助、共助意識が醸成されるなど地域防災力の向上にもつながる事例が見られる。
引き続き、港湾や海岸などの美化活動（アドプト・シーサイド・プログラム、美化合同キャンペーン）、施設利用者等に不具合を通報してもらうモニターや点検・パトロールなど日常的な維持管理への府民等の参画、施設のネーミングライツなど自主財源確保に向けた取組など公共空間の保全と活用する機会をより多くの府民等に提供し、府民や企業等、地域社会と協働、連携した維持管理を推進する。
また、これらの取組や活動のモチベーションを維持し、継続していくために参加団体などへの意見等を聴取し、より継続的に活動できるよう工夫する。

（４）PDCAによる継続したマネジメント
効率的・効果的に日常的な維持管理を着実な実践していくために、実施状況等を検証、評価し改善する等、毎年度PDCAサイクルによる継続したマネジメントを実施する。
１）実施状況の検証
点検報告結果より、パトロールが計画に基づき、有効に実施されたかどうかを確認する。
２）不具合等発生状況の検証
　　「大阪府建設CALSシステム」に蓄積されたパトロール結果より、埠頭（地区）・区間・施設等毎に不具合の発生状況を評価し、重点化方針の再評価を行う。
３）対応成果の検証
不具合の発生状況に対し、管理瑕疵や苦情・事故等の発生状況を集計し、点検での発見状況を対比したうえ、点検の成果を評価する。成果が上がらない場合には、課題を解決するための改善策を点検以外の方法も含めて検討する。

※以下の項目については、今後、部会による議論を踏まえて追記していく。なお、６．維持管理の仕組みづくりや、７．維持管理マネジメント体制など、各分野部会ではなく、全体検討部会で議論すべき項目については、港湾・海岸分野のみに該当する内容があった場合にのみ記載する。

4.6　維持管理を見通した新設工事上の工夫
4.7　新たな技術、材料、工法の活用と促進策
5．維持管理・更新コストの見通し
6．持続可能な維持管理の仕組みづくり
7．維持管理マネジメント体制
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点検要領

点検対象 主な内容、方法等 摘要

目視調査 陸上

目視点検

上部工、斜路工（水上部）、本体

工、付帯施設（エプロン、防舷材、

係船柱、車止め等）、消波工等

・定点写真との照合と変状記録

・点検記録

※電気防食工の場合には、電位

測定を実施。

目視調査 海上

目視点検

施設側面（上部工、斜路工、本体

工の水上部、附帯施設）、消波工

等

・定点写真との照合と変状記録

・点検記録

鋼材調査 ※電位測定 電気防食工の場合の、防食電位

の状況を確認

・陸上端子（電位測定装置）を利

用し、電圧計により測定

必要に応じて実施

目視詳細調査 海上

目視点検

施設側面（上部工、斜路工、本体

工の水上部、附帯施設）、消波工

等

・定点写真との照合と変状記録

・点検記録

施設水中

目視点検

施設側面（斜路工、本体工の水

中部）、鋼材表面や防食材料の

外観

・劣化、損傷箇所の確認

・点検記録

海底状況

目視点検

施設の基礎部の状況、施設前面

の海底面の状況

・異常な変状箇所の確認

・点検記録

法線測量 施設法線 ・法線の出入りなどを測定

水準測量 施設の移動、沈下、傾斜等

深浅測量 施設直下及び前面の海底面

基準点測量

肉厚測定 海中に露出している鋼構造物（鋼

管杭、鋼矢板、鋼管矢板）

・延長50m毎に1地点を標準

・鋼材の残存肉厚を測定

必要に応じて実施（劣化予測を

行う場合に必要）

陽極消耗量測定 電気防食工の場合の、流電陽極

材料の消耗量を確認

・水中で付着生物等を除去し、陽

極の形状寸法を計測

コンクリート詳細調査桟橋上部工（RC部材）の梁、床

版、その他重要な部材

・ひび割れや剥離・剥落の把握

（打音法、はつり調査、強度測定

等）

コア採取・分析 同上 ・現地コアを採取し、室内分析に

より定量値を把握→評価

必要に応じて実施（劣化予測を

行う場合に必要）

必要に応じて実施（目視で異常

が確認された場合等）

点検概要

詳細定期点検診断

潜水調査

測量調査

コンクリート調査

一般定期点検診断

（1次点検（職員））

鋼材調査


image50.emf
日常

パトロール

定期点検 緊急点検

（臨時点検）

詳細点検



岸壁・物揚場(ｺﾝｸﾘｰﾄ) ○ ○● ○ ●

岸壁・物揚場(鋼構造) ○ ○● ○ ●

防波堤(ｺﾝｸﾘｰﾄ) ○ ○● ○ ●

防波堤(鋼構造) ○ ○● ○ ●

護岸(ｺﾝｸﾘｰﾄ) ○ ○● ○ ●

護岸(鋼構造) ○ ○● ○ ●

橋梁 ○ ● ○ ●

臨港道路（舗装・交通安全施設） ○ ○● ○ ●

緑地（園路・ベンチ等） ○ ○ ○ 　

泊地・航路 ○ ○● ○ ●

防潮堤 ○ ○● ○ ●

突堤 ○ ○● ○ ●

離岸堤 ○ ■ ○ ■

導流堤 ○ ○● ○ ●

養浜・砂浜等 ○ ○ ○ ●

水門・排水機場（土木施設） 　 ○ ○ ■

凡例：○：直営で実施している□：直営で実施したい

●：委託で実施している■：委託で実施したい

港湾

海岸

分野 施設

定期的 臨時的
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港湾法【平成25年6月5日公布、平成25年12月1日施行】

港湾の施設の技術上の基準を定める省令【平成25年11月29日公布、12月1日施行】

技術基準対象施設の維持に関する必要な事項を定める告示【平成26年3月28日公布・施工】

港湾の施設の点検診断ガイドライン 【平成26年7月公表】

※赤字が改正部分

第56条の2の2

（第1項）政令で定める技術基準対象施設は、国土交通省令で定める技術上の基準に適合するように、建設し、改良し、又は

維持しなければならない。（抜粋）

（第2項）技術基準対象施設の維持は、定期的に点検を行うことその他の国土交通省令で定める方法により行わなければならない。

第4条（技術基準対象施設の維持）

・技術基準対象施設は維持管理計画等に基づき適切に維持すること、必要な事項を告示で定めること 等

・維持管理計画等に点検に関する事項を含めること

・定期及び臨時の点検及び診断を適切に行うこと

・維持に関し必要な事項を適切に記録・保存すること

第4条（技術基準対象施設の定期診断）

・維持管理計画等には、点検診断の時期、対象とする部位及び方法等を定めること

・定期点検診断は、5年以内ごとに、人命、財産又は社会経済活動に重大な影響を及ぼすおそれがある施設にあっては、3年以内ごとに行うこと。

・詳細な定期点検診断については、当該施設の重要度を勘案して、適切な時期に行うこと 等

点検頻度が明確化

・初回点検、日常点検、定期点検、臨時点検等の点検項目及び方法、診断方法の詳細

・詳細定期点検の頻度（重要：1回以上/10～15年 通常：供用期間中に1回以上）
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

海岸管理における防災・減災対策の推進



水門・陸閘等の安全かつ確実な操作体制の確立



海岸保全施設の適切な維持管理



地域の実情に応じた海岸の維持管理の充実

海岸管理者の海岸保全施設に関する維持・修繕の責務を明確化し、

予防保全の観点から維持・修繕基準を策定

＜改正案の概要＞

（平成26年3月閣議決定→平成26年6月4日に法案成立）

＜主な改訂内容＞



巡視（パトロール）の導入等による点検の効率化

→ 数回/年の頻度で実施する巡視（パトロール）と1回/5年程度の頻度で実施する定期点検の

組み合わせにより、効率的・効果的な点検を実施する。



健全度評価の判定ランクの見直し

→ 判定基準に「事後保全」・「予防保全」の考えを新たに導入することで点検や修繕時期を明確にする。



長寿命化計画の策定方法の具体化

→ 予防保全型の維持管理を基本とし、点検計画や修繕計画を明確に位置づけLCCの低減を実現させる。

海岸保全施設維持管理マニュアルの改訂（平成26年3月）
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データ蓄積・管理

建設

CALS

システム

点検、パト

苦情要望等

作業方針の決定

修繕作業の実施

（必要に応じ）

蓄積

活用

蓄積

計画的維持管理

劣化状況等の把握

劣化度の判定

優先度の判定

補修等の実施

（必要に応じ）

臨時的維持管理

蓄積

各種点検の実施

活用

定期点検

日常点検
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点検種別 実施頻度 点検者 内容等

日常点検

昼：1～2回/日

夜：～2回/月

府職員

不法行為の発見に加え、港湾施設の損傷の有無、状況を車両

及び船舶からの目視確認を実施

一般定期点検

（通常点検診断施設）

1回/5年 府職員 徒歩により、陸上及び海上（ボート等）から目視点検を実施

一般定期点検

（重点点検診断施設）

1回/3年 府職員 徒歩により、陸上及び海上（ボート等）から目視点検を実施

詳

細

点

検

係留施設

鋼構造施設

水中調査

必要に応じて 委託 鋼構造施設の水中調査（鋼矢板等の肉厚調査）を実施

空洞化

調査

必要に応じて 委託

鋼矢板等の肉厚調査における孔食などの損傷及びコンクリート構

造物の目地部の開き等が認められ、裏込材の吸出しの可能性が

ある場合は、エプロン部の空洞化調査を実施

横桟橋式上部工

現況調査

必要に応じて 委託

一般定期点検により、コンクリートの一方向のひび割れ、さび汁が

点状に発生等の状況が認められた場合にコンクリートコア採取等の

詳細調査を実施（劣化度ｃ）

緊急点検 必要に応じて 府職員

台風や地震等の発生後、港湾施設の点検を実施。また、他施設

等で不具合が発生した場合に、同種の構造物点検を随時実施
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点検

損傷度の判定会議

（港湾局及び港湾事務所）

優先順位付け 工法検討

内容

一般定期点検等を

行い、施設の現状

を確認

点検で確認した箇所について写真等で、各

部材の損傷度ａ～ｄランクに区分し、施設

全体を総合的に評価を行い、Ａ～Ｄランクに

分類

各港湾事務所からのA、B評

価施設について、施設の利

用頻度（取扱貨物量等）

や背後施設の有無（上屋、

防災緑地等）から補修の優

先順位を決定

損傷規模にもよるが、基本的

には委託を発注し、補修工

法を検討し、港湾事務所で

の設計審査会で決定

人員

構成

・各班４名程度

・港湾事務所及び

港湾局職員により

班編成

港湾局の課長、補佐、主査、港湾事務所の

所長、課長等の幹部及び各班の班長・班員

港湾局の課長、補佐、主査、

港湾事務所の課長、主査等

港湾事務所の所長、課長、

主査、港湾局の補佐、主査

等

基準等

Aランク：施設の性能が低下している状態

Bランク：放置した場合に、施設の性能が低下する恐れがある状態

Cランク：施設の性能にかかわる変状は認められないが、継続して

観察する必要がある状態

Dランク：異常は認められず、十分な性能を保持している状態
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点検

損傷度の判定会議

（港湾局及び港湾事務所）

優先順位付け 工法検討

内容

一般定期点検等を

行い、施設の現状

を確認

点検で確認した箇所について写真等により

A～Dランクに分類

各港湾事務所からのA、B評

価施設について、防災の観

点（背後地の人家隣接、人

口密集地等）から補修の優

先順位を決定

損傷規模にもよるが、基本的

には委託を発注し、補修工

法を検討し、港湾事務所で

の設計審査会で決定

人員

構成

・各班４名程度

・港湾事務所及び

本局職員により班

編成

港湾局の課長、補佐、主査、港湾事務所の

所長、課長等の幹部及び各班の班長・班員

港湾局の課長、補佐、主査、

港湾事務所の課長、主査等

港湾事務所の所長、課長、

主査、港湾局の補佐、主査

等

基準等

Aランク：施設の変状が大きく防潮機能や安全上問題有りと判断

される状態

Bランク：施設の変状が中程度で現時点では防潮機能や安全上

は問題なしと判断できる状態

Cランク：施設の変状が小さく現時点では防潮機能や安全上は問

題なしと判断出来る状態

Dランク：変状なし
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独立したシステム 

など 

 

大阪橋梁情報提供 

システム 

 

カルテ 

 

紙データの電子化 

相互関連 

維持管理データベース 

今後の建設CALSシステム 

Shisutemu  
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分類 判定基準

Ａランク

要対策

施設に大きな変状が発生し、機能や安全上に影響が出るほど、施設の

性能が低下している状態

Ｂランク

重点監視

施設の機能つながる程度の変状が発生しており、放置した場合に施設

の性能が低下する恐れがある状態

Ｃランク

要監視

施設の機能にかかわる変状は認められないが、継続して観察する必要

がある状態

Ｄランク

経過観察

異常は認められず、十分な性能を保持している状態
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分類 変状の程度

Ａランク

要事後保全

施設に大きな変状が発生し、そのままでは天端高や安全性が確保されないなど、

施設の防護機能に対して直接的に影響が出るほど、施設を構成する部位・部材

の性能低下が生じており、改良等の実施に関し適切に検討を行う必要がある。

Ｂランク

要予防保全

沈下やひび割れが生じているなど、施設の防護機能に対する影響につながる程度

の変状が発生し、施設を構成する部位・部材の性能低下が生じており、修繕等の

実施に関し適切に検討を行う必要がある。

Ｃランク

要監視

施設の防護機能に影響を及ぼすほどの変状は生じていないが、変状が進展する可

能性があるため、監視が必要である。

Ｄランク

経過観察

変状が発生しておらず、施設の防護機能は当面低下しない。
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公会計上 国の基準等 使用実績

設計供用期間

(目標期間)

岸壁・物揚場(ｺﾝｸﾘｰﾄ)

無筋:30

有筋:50

  50

岸壁・物揚場(鋼構造) 25   50

防波堤(ｺﾝｸﾘｰﾄ)

無筋:30

有筋:50

  50

防波堤(鋼構造) 25   50

護岸(ｺﾝｸﾘｰﾄ)

無筋:30

有筋:50

  50

護岸(鋼構造) 25   50

泊地・航路

防潮堤

無筋:30

有筋:50

突堤

無筋:30

有筋:50

離岸堤

無筋:30

有筋:50

導流堤

無筋:30

有筋:50

養浜・砂浜等

海岸

分野 施設

寿命の考え方（単位：年）

港湾
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